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国際会計の枠組みについて
—比較会計制度論と会計基準統一論の
関係を中心として—--
笹倉淳史
I 序
近年，会計の一領域として国際会計 (InternationalAccounting)につい
てとりわけ活発な研究活動が行なわれ，脚光をあぴている。アメリカ会計学
会 (AmericanAccounting Association, AAA)の国際会計委員会は，こ
の国際会計が興味をもたれるようになった理由として以下のものをあげて
いる(01)
(1) 国際間の取引およぴ投資の増大ー一これに対応して，国際的な財務報
告・監査，国際的な会計・監査基準の必要性が増大した。
(2) 多国籍企業 (Multi-nationalCompany)の出現
(3) 経済的地域主義の推進（例：経済協力開発機構， OECD)と各国間の
財務的交流
(4) 会計思考の国際間の交流ー一多国間の研究で会計思考を発展させ，理
論的問題について一層すぐれた研究を可能にし，また研究の重複を回避
する。
(1) A. A. A. "International Dimensions on Accounting in the Curriculum, " A 
Recommendation by the Committee on International Accounting 1966. 
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また， Choi=Muellerもこの会計の国際化を誘発する要因を 4つ列挙して
VヽQ（02)
(1) 多国籍企業の活動
(2) 金融資本市場の国際化ー一—これは，伝統的な国内市場に加えて，今日
非常に活発なユーロ・ドル， ヨーロッパ通貨の貨幣市場が存在し，これ
らの市場の取引及ぴ活動を支える比較可能で信頼しうる財務情報につい
ての役割りの増大を意味している。
(3) いくつかの専門的な会計問題の国際的性格一ーたとえば，在外子会社
の連結，ィンフレ会計といった問題がある。
(4) 歴史的素性ー一ー元来，会計は国際的な性格を有しており，たとえば薄
記はイクリアで発生し， ドイツ・フランス・オランダヘ移植され，その
後イギリスそしてアメリカヘ広まった。
以上のような理由から，国際会計は脚光をあび，今日まで国外及び国内で
これにかんする研究が相当数公表されてきた。しかし，その中で取り扱われ
ている内容等はまちまちであり，統一されたものとはなっておらず，現在そ
の混乱状態を回避するためにその定義及ぴ休系化（各々の構成内容の相互関
連づけ）をめざした研究が行なわれている状況にあるといえる。このような
国際会計の定義・体系化の研究の1つとして，国際会計にかんする文献を調
(3) 
査し，それを分類した Weirich=Avery=Andersonの研究がある。彼らの研
(4) 
究は10年以上経過した今日でも高い評価をうけている。以下では，まず彼ら
の研究を手がかりにして論を進めることにする。
(2) Choi, Frederick D.S. & Mueller, Gerhard G., An.Introduction to Multi-
national Accounting, Englewood Cliffs; N. J. : Prentice-Hall, Inc., 1978, 
pp.5-9. 
(3) Weirich, T. R., Avery, C. C. & Anderson, H. R., "International Accoun-
ting: Varying Definitions," International Journal of Accounting, Fall 1971. 
(4) Ibid., pp.17-18.: Qureshi, M.A., "Pragmatic and Academic Basis of 
International Accounting," Management International Review, 1979(2). 
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Il 国際会計の体系化
Weirich= A very= Ander~on はその研究の目的として，①国際会計という
概念の下で展開されている研究を報告し，⑨その研究から国際会計の定義を
抽出し，⑧以上から国際会計の用語にかんする結論を引き出すこと，をあげ
ている。
彼らはまず国際会計を 3つの領域に分類し，種々の文献をこのワク内に収
容している。
世界会計 (WorldAccounting) 
この意味における国際会計の概念はすべての国で採用される普逼的制
度 (universalsystem)である。世界的な一般に是認された会計原則
(Generrally Accepted Accounting Principles)が確立され，すべて
の国で利用可能な実務と原則が展開される。この概念の最終目標は国際
的な制度の確立である。
国際会計 (InternationalAccounting) 
この概念の下での国際会計はすべての国の種々の会計原則・方法・基
準を記述する。 このためアカウンクントは多様な原則の駆識を必要と
し，特定の国の会計原則の理解及ぴ財務報告に及ぼすそれらの影響を理
解することに加えて，それらを把握することが要求される。この場合，
普逼的会計制度の確立は期待できないので，すべての国の地理的・社会
的・経済的・政治的・法的影響の相遮に由来するすべての原則・方法・
基準の収集が国際会計制度の内容と考えられる。
在外子会社の会計 (Accountingfor Foreign Subsidiaries) 
この概念は親会社とその子会社の会計実務に関連し，その場合有効な
国際的財務報告のために特定の国籍・住所に言及することが必要となる。
というのは，アカウンクントは主に子会社の財務諸表の換算と修正に興
味を持っているが，もう 1つの会計問題として，どの国が換算と修正の
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(5) 
主体となるかによって，異なる会計原則が利用されるからである。
そして，彼らはこれらのことから次の 2つの結論を引き出している。すな
わち，第1に，今日国際会計について国際的に是認された定義は存在しない
が， もし我々アカウンタントが国際的なベースで会計を発展させるために同
ーの点すなわち国際会計という用語についての国際的に是認された 1つの定
義の発展からスタートすることのみが論理的である，と。第2に，国際会計
の定義は非常にむづかしいが，もしアカウンタントが国際会計という用語を
利用するなら，一般に同意された定義を作るべきである，と。
以上の問題を解決する手段として，彼らは国際会計という用語の中で取り
扱われている異なる概念を記述するために各々異なる用語を利用することと
し，一層是慰される定義が引き出されるまでこのやり方が最善であると考え
ている。彼らの主張によって国際会計と呼ばれているものの内容（休系）を
示すと次のようになる。
国際会計［：ニ
在外子会社の会計
以上，彼らの所説に従って述べてきたが，この国際会計という領域の休系
を考える場合，少なくとも次の2つの点が指摘されねばならない。第1に，
彼らは 2つ目の分類項目として「国際会計」をあげているが，それと 3つの
分類項目を包括する意味での「国際会計」とを区別しにくい点，第2に世界
会計の名称の妥当性についての点，第3に，今日彼らの分類にあてはまらな
(5) 特に外国為替についての換算の会計にかんしては以下の文献を参照されたい。
拙稿「FASBの外貨換算会計」千里山商学（関西大学）昭和56年11月，拙稿「イ
ギリスの外貨換算会計の展開」千里山商学，昭和58年11月，拙稿「イギリスの外
貨換算会計基準 (SSAP20)の問題点」千里山商学，昭和59年3月。
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い項目が出現している点である。
まず第1の点について言えば， 「国際会計は世界会計・国際会計・在外子
会社の会計から成る」という説明では，国際会計が 2つの意味をもつことに
なり混乱が生ずることになる。その場合，前者を広義の国際会計そして後者
を狭義の国際会計と呼ぶこともできるが， その相造を一層明確にするため
に，以下では後者を比較会計制度論と呼ぶことにする。なぜなら，後者は自
国の会計制度等の基準となるものと他国のそれを比較し，その後にその特質... 
等を検討することから，その様な手法によってすべての国の会計を比較し分
祈するために，まず比較に重点がおかれるので「比較会計制度論」とするの
が適切であると考えられる。
第2の点については，世界会計という用語がその内容を適切に表わしてい
るかどうかは疑問である。世界会計は世界的な統一的基準を作成することを
目標とするが，彼らの調査時はともかくとして，今日では世界での統一より
も地域的あるいは部分的統ーも主張されることから，世界会計よりも一層広
い意味の「会計基準統一論」と名づけることが望ましいであろう。
また第3の点については，たとえば社会会計の領域，発展途上国とのかか
C,6) 
わり，会計技術移転の問題等である。
従って，国際会計は以下のものから成る。
(1) 会計基準統一論
(2) 比較会計制度論
(3) 在外子会社の会計
(4) その他の領域
皿 会計基準統一論と比較会計制度論
前章では， 国際会計でとりあげられている領域を Weirich=Avery=An-
dersonの研究を手がかりとして展開してきたが， 本章では，特に会計基準
統一論と比較会計制度論をとりあげる。というのは，この両者についての論
(6)特に社会会計の領域については， Choi=Mueller,op. cit., pp. 320-329参照。
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文等が彼らの研究ではいちばん多かったこと，そして今日においてもそれが
(7) 
あてはまること，故に国際会計と言えば今日では一般にこの2つを指示して
いること，及びこの両者の関係をめぐって大きく見解がわかれていることの
3つの点からである。
これらの問題をとりあげるに際して，もう一度両者をとりあげることにす
る。
1. 会計基準統一論
中島教授は国際的な会計基準の設定が要望される理由を次の 3つにまとめ
(8) 
られている。
① 企業の内部的計画および管理において外国で作成される会計情報が主
要な地位を占めるようになること，
R 企業の連結財務諸表作成の過程において外国で作成される会計情報が
必要かつ不可欠な部分を構成するようになること，
⑧ 海外の資金調達に際して会計情報を海外の投資家あるいは金融機関に
提供しまた外国企業の自国での資金調達に際してその外国企業の会計情
報を入手利用しなければならなくなること。
これらによって，会計基準が国際的に統一されると，世界中のすべての投
資家・経営者は統一的基準によって作成された財務諸表を入手できることに
なり，それによって財務諸表の理解と比較が容易になる。このように，国際
的に統一された基準の設定は財務諸表の作成者と利用者との間のコミュニケ
ーションを改善し，更に各国の会計基準の調査研究，それにもとづく財務諸
表の再作成あるいは組み替え等のムダな労力を回避することが可能になる。
(7) 平松教授の日本における国際会計にかんする文献の研究において，在外子会社
の会計に入る「外貨換算」を除けば，会計基準統一論と比較会計基準論はその数
が多いことが指摘できる。平松一夫稿「わが国における国際会計研究の現状」商
学論究（関西学院大学）．昭和57年7月，特に77頁。
(8) 中島省吾稿，「序論一国際会計基準の緊要性と困難性」黒沢清総編集．「体系近
代会計学X 国際会計基準」中央経済社，昭和56年所収5"-'6頁。
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これらの主張はとりわけ多国籍企業の会計担当者あるいは国際的に活動し
ているアカウンタントらによってなされているが，特に， 1973年に「国際会
計基準委員会 (InternationalAccounting Standard Committee, IASC) 
が設立され，当初の加盟9カ国から今日では約50カ国となり， 20以上の基準
が公表されるに到っている。これ以外に，国際的な基準の作成を実行に移し
ている団体として， 地域的な会計基準の統一をめざしたヨーロッパ共同体
(EC)，経済協力開発機構 (OECD)， 国連の多国籍企業委員会 (Commis-
(9) 
sion on Transnational Corporations)等の活動があげられる。これらを実
行する団体以外に，これを支援する団体もある。たとえば，大学（イリノイ
大学， ワシントン大学等）の研究機関，国際的に活動している会計事務所等
(10) 
があげられる。
以上のような会計基準統一論でとりあげられている内容は次の 2つの領域
に大別される。
① 基準作成の問題
これは更に基準の統一方法の問題， これとの関連で統一方法の可能
(11) 
性，そして統一主体の問題すなわち誰が基準を作るのかという問題に分
けられる。
R 基準実行の問題
ここでは，①の後にその基準を実行するにあたって，各国でのその基
準の遵守，またその前提としての国内的制度化の問題，基準の実行度合
(9) 詳細については， 次の文献を参照されたい。 Arpan, Jeffrey, S. & Rade-
baugh, Lee H., International Accounting and Multinational Enterprises, 
Boston; Mass. : Warren, Gorham & Lamont, Inc., 1981, Chapter 3 (Har-
monization of International Accounting Systems and Stadards). 
(10) Ibid. 
(11) 中村教授は統一化の形態を分類して，絶対的・調整的・弾力的統一化に分類さ
れ，またこれらを政策としてみると，強制的・指示的・裁量的統一化となると考
えられる。中村宣一郎稿「会計統一化の形態」企業会計，昭和50年2月， 11~20
頁。
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いとその活動成果の評価が取り扱われる。
以上会計基準統一論について述べてきたが，指摘しておかねばならないこ
とはこの目的が全世界的にしろ地域的（部分的）にしろ会計基準を統一する
ことに向けられており，その他の目的は入る余地がないことである。
2. 比較会計制度論
大雄教授はこの比較会計制度論の意義（目的）を以下のようにまとめられ
(12) 
ている。
① 企業その他の組織休の国際的活動のための情報提供ー一企業等の国際
的活動のためには外国企業の財務諸表が有用な情報源の1つとなるが，
その利用のためにはそれが作成された国の会計制度の理解が必要であ
る。
⑨ 会計制度の運用と改善ー一他国の会計制度の十分な知識によってわが
国既存の会計制度が改善される。
③ 国際会計基準の設定とその受容ー一国際会計基準設定に当って，会計
のどのような面が国際会計基準となりうるか，またなりえないかを明ら
かにすることは重要であり，またそれを各国がどのような形で受容する
のが適当かを考えねばならないが， これはその判断のための資料とな
る。
④ 会計の一般理論（会計的認識・測定・伝達，会計の構造と機能，会計
の目的と理念など普遍的な会計の原理）の形成一一このためには各国の
会計諸硯象を実証的にとらえ，現象の背後にある本質を解明する実証的
研究に力を注ぐ必要がある。
⑥ 会計の研究と教育改善—いろいろな問題を規範論・記述論として研
究する場合，各国会計の特質を理解し参考にすることは有益である。ま
(12) 大雄令純稿「比較会計論の硯状と課題」企業会計，昭和55年2月， 95~96頁。
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た比較会計論の成果をふまえて各国の会計事情を教えると，我国の会計
の理解が促進される。
また中川教授は， 「……比較会計制度論は， 各国の会計制度を体系的に把
握した後にその特徴に即して比較考察し，その国の社会・経済・文化などの
背景にまでさかのぽって分析することを目的としている。 これは換言すれ
ば，制度を通して外国の事情を少しでも正しく理解することを目的の 1つと
しているのであって，これによって，他国の制度に対する的をえない批判や
木に竹を継いだような制度の導入，を避けることもできるであろう。また社
会科学においては実験ができないため，他国の事情を知ることは実験に代る
(13) 
ものとしての意味を有し， わが国の制度立案の参考にもなろう。」と説明さ
れる。
この中川教授の見解も先の大雄教授の見解とほぼ同ーである。ただ強いて
言えば，中川教授は大雄教授の意義のうち③の会計制度の運用と改善をとり
(14) 
わけ重視されていると考えられる。また，特に⑧の国際会計基準の設定とそ
の受容は前面に押し出されていない。この点について，再ぴ中川教授の所説
をとりあげると，比較会計制論は「会計制度の比較を通して，制度が実施さ
(15) 
れている国をより深く理解することを究極の狙い」とし，そのために，まず
原典ないし 1次資料に準拠して制度の全体像を把握し，次に補完関係にある
他の諸制度や実態等を考慮した上で，問題解決のための機能に重点をおいた
総合的（立体的・動態的）な比較を行う。更に，この分析によって発見され
た相遮点等の生ずる理由をその国の社会・経済・文化などの背景にまでさか
のぼって分析することになる。そして「比較会計制度論にもとづく研究の成
果を，会計基準の国際的な統一のために用いることは可能であり，その他各
(13) 中川美佐子著「合併会計制度論」千倉書房，昭和53年， 4頁。
(14) 大雄稿「前掲稿」 96頁。
(15) 中川美佐子稿「比較会計制度論考」経済系（関東学院大学）昭和56年6月， 59
頁。
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(16) 
種の目的のために用いることができる。」とその可能性も認められている。
しかし，その目的はあくまでも「制度の実施されている国に対する理解を深
(17) 
めることにある」とされる。
しかし，この比較会計制度論の目的は固まったものとは言えず，先に引用
した大雄教授は比較会計制度論の究極の目的を「会計の一般理論形成に資す
. (18) 
ることにあると考えたい」とされているし，更に，中川教授にあってはそれ
を前述のように「制度の実施されている国に対する理解を深めること」とさ
れている。これらは我国における先駆的な比較会計制度論者によるその目的
と内容であるが，大雄教授の「比較会計論の目的は研究者の関心領域によっ
て異なる。これまで述べた意義（前述の①～⑥の意義—引用者注）それぞ
(19) 
れは目的となりうる」という言葉は注目に値いする。
以上，会計基準統一論と比較会計制度論の目的と内容について簡単にふれ
てきたが，今日この両者の関係をめぐって大きな見解の対立が見られる。そ
してそれは国際会計論の定義・体系化ともかかわる大きな問題となってい
る。まず，国際会計論が会計基準の国際的統一という唯一の目的をもってい
ると考える立場から，比較会計制度論もその究極の目的として会計基準の国
際的統一という目的のみをもち，このことから会計基準統一論の中に比較会
計制度論を包摂しようとする考え方がある。これに対して，比較会計制度論
は国際的な会計基準の統ーを目的とせず，その他の目的，すなわち「制度の
実施されている国に対する理解を深める」・「会計の一般理論形成に資する」
目的をもつという考え方から，両者を別個の領域あるいは対等の立場にある
とする考え方がある。前者の考え方に立てば，国際会計論は会計基準統一論
と等しくなり，後者の考え方に立てば，いわゆる国際会計論には各々目的の
異なる研究領域を含まれることになる。後者の立場をとるものとして，前述
(16) 中川稿「前掲稿」 59頁。
(17) 中川稿「前掲稿」 59頁。
(18) 大雄稿「前掲稿」 96頁。
(19) 大雄稿「前掲稿」 96頁。
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の中川・大雄両教授があり， 前者のそれとして， 中島教授 •Mueller があ
(20) 
る。この前者の考え方を明確に表わしているものとして， Qureshiの次の表
(21) 
があげられる。彼の主張をかいつまんで言えば，国際会計とは何か，それを
なぜ研究するのか，そしてそれをどのように研究するのかという 3つの基本
的論議から， 3つの国際会計の領域を引き出している。在外子会社の会計と
比較会計は多国籍企業の成長によってその研究が進歩したが，その次の段階
としての異なる会計実務の調和の必要性は自明であり，それは会計知識の交
流をすることによって達せられるが，その責任は各国の会計士にある，とい
うことである。（尚，次表については，用語の統一のため多少変更している。
原文では存外子会社の会計は親会社・在外子会社の会計 (Parent-Foreign
会計墓準統一論 !-----------,---------: メ
比較会計制度論 I ふ／
在外子会社の会計
， ／ 
，ィ
伝統的見地 中間段階 究極的目標
Qureshi, M. A., "Pragmatic and Academic Bases of International Accounting, " 
Manageme叫 InternationalReview, Vol, 19, No. 2, p. 62. 
(20) 中川稿「前掲稿」，中川著「前掲書」，大雄稿「前掲稿」， Mueller,G. G., I叫er-
加 tionalAccounting, New York: The Macmillan Company, 1967,兼子春
三監修，国際会計研究会訳「G.G. ミューラ一国際会計論」ぺりかん社，昭和44
年。
(21) Qureshi, M.A., Ibid., p. 62. 
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Subsidiary Accounting)， 比較会計制度論は比較会計 (Comparative
Accounting)， 会計基準統一論は普逼会計制度 (Universal Accounting 
System)である。）
W クラスター分析
前章では国際会計論の定義・体系化をはかるうえで，その内容となる会計
基準統一論と比較会計制度論の両者の関係をとりあげた。この問題の根本は
比較会計制度論の目的をどこにおくかに求められ，それを会計基準の統一と
すると比較会計制度論は会計基準統一論に吸収されることになり，会計基準
統一論を補う意味をもつだけになる。それを他の目的におくと，比較会計制
度論は会計基準統一論と同等の地位をもつことになる。本章では，これら 2
つの考え方の対立問題を解決するための糸口は，今日一般に比較会計制度論
として展開されている内容の中にあると考え，以下ではこの点について考察
する。
すでに述べたように比較会計制度の研究の順序として，まず第1段階では
各国の会計制度が体系的に把握され，第2段階ではその各国の会計制度がそ
(22) 
の特徴に即して比較考察される。すなわち第1段階は各国会計の全休像の把
握・各国会計事情の理解であり，第2段階は第1段階の成果を比較すること
によって， 一致点・相遮点を把握し， 特にその相遮点の原因をその国の社
会・経済・文化などの背景にまでさかのぼって分析することになる。このう
ち第1段階については説明は不要であろう。第2段階では基準となる国と他
国の会計が比較される。
この一般に比較会計制度論の第2段階にあるものと位置づけられる研究に
ついて，次の2つの点で研究方法の拡大がみられる。まず第1にクラスター
分析 (clusteranalysis)あるいは類型化という研究方法が採用されるよう
になってきたことである。このクラスクーとは，名詞で房・集団・団体・群
(22) 中川稿「前掲稿」 58頁。
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を意味し，動詞で集めてひとかたまりにすることを意味する。そしてクラス
クー分析とは，対象（個体）に関する複数個の計数値を基礎に「似たもの同
(23) 
士」をかたまりに集める手法である。類型化も同様に類似するものを 1かた
まりにする手法である。従って，今日各国の会計制度等を基準にして，この
ような手法によって各国をグループ化する研究が進められている。 （尚，以
(24) 
下ではこのような研究手法をクラスクー分析という用語で代表する。）第2
に，この研究は比較会計制度という名称であるが，今日では会計制度だけで
なくその他の要素についての比較もこの研究に含められていることである。
ただし，今日ではこれら 2つの点を関連づけた研究が展開されている。
前述したクラスター分析を採用している比較会計制度論研究の中に，次の
2つのものが識別可能である。
① 会計によってクラスクー分析するもの
⑨ 環境によってクラスター分析するもの
(25) 
会計によるクラスター分析
たとえばこの会計によるクラスクー分析の最も基本的なものとしてあげら
れるものは，会計について法律を重視するクラスクーと重視しないクラスク
(23) 奥野忠一他著，「続多変量解析法」日科技連，昭和51年， 207頁。
(24) 広い意味でグループ化する （ひとまとめにする）ことをクラスクー分析と解
し，類型化もこの中に含め，すべて「クラスター分析」という名称で統一した。
同旨のものとして以下の文献がある。 Choi=Mueller, op. cit., Arpan=Rade-
bough, op. cit., 
(25) 本稿でとりあげた会計によるクラスクー分析以外にも．この範ちゅうに入るも
のとして以下の文献がある。 DaCosta, Richard C., Jacques. C. Bourgeois & 
William M. Lawson, "A Classification of International Financial Accoun-
ting Practice," International Journal of Accounting, Spring 1978. ; Frank, 
W. G, "An Empirical Analysis of International Accounting Practices," 
Journal of Accounting Research, Autum 1979. ; Nair, R. D. & W. G. Frank, 
"The Impact of Disclosure and Measurement Practices on International 
Accounting Classifications," The Accounting Review, July 1980, ; Nobes, 
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ーに分けるものである。この分析では，会計実務が一般に法律によって規定
されているかどうかあるいはそれが個人の選択の問題かという判断規準にも
とづいてその類似性が判断されている。法律を重視するクラスターに入る国
としてはドイツ・フランス・スイス・日本等があげられ．これらの国は一般
に税務・債権者志向が強い。これに対して法律を重視しないクラスクーに入
る国としてはイギリス・カナダ・オーストラリア・アメリカ等があげられ．
これらの国は投資家志向が強い国であるといえる。ただし，各クラスクー内
でも，その程度の差があり，簡単にクラスクー化できないケースが存在する
場合がある。
更に．この会計によるクラスクー分析には Muellerのクラスクー分析も
(26) 
含まれる。彼は次の4つをクラスクーとして認めている。［三三〗：］
統一志向のクラスクー
まず．マクロ経済志向のクラスクーは次の判断規準にもとづいている。す
なわち第1に，企業は国民経済政策とその活動を調和することによってその
目的を最も良く達成できること，第2に，会計が国民経済政策と相互交渉を
保つ場合に，大衆利害関係者に最も役立っていると考えられる，と。そして
このクラスクーに入る代表的な国はスウェーデンである。
次にミクロ経済志向のクラスクーは次の判断規準にもとづいている。すな
わち，第1に，企業の重要な方針はその継続的存在を確かなものにすること
にあり，第2に，経済的な最適化が企業生存のための最善の政策であり．第
3に，経営経済学の一学科として会計学が考察される，と。そしてこのクラ
C. W., A "Judgemental International Classification of Financial Reporting 
Practices," Journal of Business Finance & Account切g,1983(1). 
(26) Mueller, G. G., op. cit., 
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独立した志向のクラスクーの判断規準は，プラダマティズムが事業におけ
る支配的な概念であることである。この場合，良き実務とは新事業と利益を
生み出し，不確実性を減少させる実務であり，自己反省的でしばしば直観や
試行錯誤にもとづいている。 このクラスクーに入る代表的な国にはアメリ
カ・イギリスがある。
最後に，統一志向のクラスクーの判断規準は会計を一層科学的にし，集中
的管理に利用しようという問題意識から出ており，すべての組織が同一の方
法ですべてのデークを収集・記録・分類・報告するという考え方にもとづい
ている。このクラスターに入る国としては東欧諸国， フランスがある。 （た
だし，このクラスクーには国家レペルの統一だけでなく国内の産業ソペルで
の統ーも含められる。）
以上のように Muellerは各国の会計実務を 4つのクラスクーに分けてい
るが，これについて Arpan=Radebaughはある国の会計が 1つ以上のクラ
(27) 
スクーの要素を含んでいる場合の存在を指摘している。たとえば，アメリカ
では Muellerのいうように独立志向が支配的であるが， 公的な産業には規
制がなされているし（統一志向）， また今日では社会会計の領域が出現して
おり （マクロ経済志向）， そしてカレント・バリュー会計が出現している
（ミクロ経済志向）。従ってクラスクー分析をする場合には判断の規準を一
層洗練することが必要であろう。
環境要因によるクラスター分析
今日では前述した各国の会計制度の比較にとどまらず，ある国の環境上の
特徴が会計の発展と実践に影響を及ぽしているという謁識にたち，各国の環
境をクラスクー分析したり，更に各国の環境とそれらの国の会計制度の関係
を分析する方向にまで研究が拡大している。これはすべての行動の合理性は
その国の文化との関連で判断されるべきであるという文化相対論的立場か
(27) Arpan=Radebough, op. cit., p. 36. 
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ら，ある国からすると他国には非論理的・非合理的と思われる多くの実務が
存在するが，その実務はその国では唯一の合理的方法であると考えられる。
また，他国の人々は一層良い方法を知らないとか，我々の方法が他国のそれ
よりも良いとか， 我々の方法を他国に移植すると良いというような仮定は
誤まっていると考えられる。 このような考え方から， ある国の教育的，法
律・政治的，経済的要因にまでさかのぽって，それらの要因と会計の関係を
(28) 
Arpan=Radeboughは次のように説明している。
教育的特微
この特徴としては， ①読み書きの能力の程度（簡単な数学を含む）， R学
歴のパーセント，⑧教育制度の基本志向（宗教・職業・教養・科学・専門の
各志向）， ④教育的対応（経済・社会的ニーズに応じた教育制度が存在する
のか）等があげられる。これらの教育的要因は会計実務に大きな影響を与え
ており，たとえば会計は記述的・数字のかたちをとるので，一般的には文盲
社会では利用されていないが，教育水準が高まればこの問題は減少する。こ
のように会計制度の決定には教育制度の方向が重要な役割りを果たし，たと
えば数学・会計が教えられているかどうかが重要である。また経済・社会制
度が一層多くの複雑な会計情報とか手続きを必要とする場合，会計の教育が
重視され，会計制度の発展につながる。
文化的特徴
社会の保守主義の程度は多くの会計実務や原則（特に評価と利益の決定）
に影響を及ぽしているし，社会の秘密主義の程度は企業が外部報告の開示量
に影響し，それはまた監査機能にも影響する。また社会が事業に疑惑をもっ
(28) Ibid., Choi-Muellerも環境要因として次の15項目をあげている。項目だけを
あげておく。①経済の形態，③法律制度，③政治体制，④企業所有の性質，⑤企
業の規模と複雑化，⑥社会的風土，R通貨の安定性，⑧経営者と一般大衆の知的
水準，⑨企業に対する法律の干渉，⑩会計法規の存在，⑪企業革新のスピード，
⑲経済の発展段階，⑬経済成長のパターン，⑭専門教育と組織の状態，⑮教育の
一般水準と育成プロセス。 Mueller,G. G., op. cit., chapter 2.また環境要因
と会社の経営との関係を Farmer=Richmanは次の表にまとめている。
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ている場合には精査や規制ないし国有化を社会が要求するであろう。更に，
会計専門家に対する社会の態度が良好な国もあればそうでない国もあるが，
それは専門職の地位•その信頼性等に関連する。
法律・政治的特徴
法制度と会計制度は一見無関係のようであるが，税法が規定されているた
めにのみ会計が実施される国があるし，同様に，法律が会計実務を決定して
いる国がある。このような国では，政府が経済部門で積極的・支配的な役割
りを果たし，会計専門職の力が弱く，税務会計と財務会計の区別がないとい
った特徴がみられる。
教育的特徴
1.諒みi1き能力の水準
2.専門的職業・技術的潤練及び
一般中等敦育
3.一層高度の教育
4.特別の経営啓発プログラム
5.教行に対する態度
6. lj渫／社会的要求と枚育との
対応
経済的特徴
1.一般的経済のフレームワーク
2.中央銀行制度と貨幣政策
3.金融政策
4.経済的安定性
5.資本市場の組織
6.要索の存在
7.市場の大きさと構造
8.社会問接資本
会社の経営プロセス
I.計画と革新
2.会計と統制
3.組織
4.スクッフ
5.方向づけ，リーダーシッブ，勁きづけ
6.マーケッティング
7.生産と謂達
8. R & D 
9.資金調達
IO. PRと対外闘係
社会的特徴
1.経営者と経営に対する兄方
2.上司1:部下に対する見方
3.組織相互の協力
4.菜績と仕事に対する見方
5．階級構成と個人の可勁性
6.富と実質的利益に対する見方
7.科学的方法に対する兄方
8.危険に対する見方
9.変化に対する見方
政治的・法律的特徴
1.適切なゲームの）レール
2.防衛政策
3.対外政策
4．政治的安定性
5.政治団体
6.法律の弾力性と法的強制
Farmer, R. & B. Richman, International Business: An Operational Theory, 
Indiana: Cedarwood Press, 1974. 
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政治的には，社会主義国は事業の社会的影響についての情報を要求するこ
とが望まれているし，発展途上国では同様の理由で，投資承駆の必須条件と
して活動計画が国際支出に及ぼす影響について会社からの報告を要求するで
あろう。．
経済的特微
会計の発展に影響を及ぽす主たる経済的要因としては，①その国の経済の
発展段階，③その国の基本的な経済志向がある。①の経済の発展段階につい
ては，一般に経済発展が極端に低いレペルにある時は経済活動が小さく，財
務・税務・管理会計もほとんど発展しない。ところが経済活動のレペルが上
昇し会社が大きくなると会計活動は増加し，一定のラグはあるとしても継続
して発展する。また経済発展に伴って事業活動が複雑化すると，たとえば合
併・リ．ース等の会計といった新しい手続きの開発が必要となる。
③の経済志向は経済部門にどれだけ政府が関与しているのかということで
あり，たとえば共産圏の諸国では国家がすべての生産工場を所有し，ほとん
どの経済的・事業決定をなす。国は中央計画・コントロール機構によってす
べての活動を規制し，またそれを容易にするため標準・統一会計制度をもっ
ているが，政府以外はほとんど会計情報を利用しない。一方資本主義経済に
おいては財産の私的所有が隠められており，経済活動・意思決定について個
人の自由が大きく隠められており，このため会計実務の相遮が容萬され実行
されている。
具体的には，投資と運転資本のための資金の源泉が銀行・金融機関にある
場合には会計制度は必然的に債権者志向となり，債権者の選好・要求を反映
して会計基準は保守的なものとなる。一方資金の源泉が株主にある場合には
会計制度は投資家志向になり，開示量の拡大等投資家情報が増加する。また
国際経済活動の程度も重要であり，会社の貿易量が増大すると外国為替取引
や換算・外国財務諸表の連結•国際課税・トランスファープライシングの会
計の必要性が増大する。更にインフレの激しい国ではその会計が発展する。
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Muellerは喋境要因の重要性を認識し， 次の4つの要因をとりあげてい
塁9)
経済発展の状態 (statesof economic development) 
事業の複雑性の段階 (stagesof business complexity) 
政治的信念の影響 (impactof political persuasions) 
特定の法律に対する信頼 (relianceon a particular set of laws) 
更にこれらの要因から，判断アプローチ (judgementalapproach)を用い
て，次の10のクラスクーを認識している。
クラスター 蹂 境 要 因
ア メ リ カ 会社・商業について最小限の規制が存在し，産業は高度に発
力 ナ ダ 展している。通貨は比較的安定している。事業のイノペーショ
オ ラ ン ダ ン志向は強力であり，多国籍企業の本部が置かれている。
イギリス連邦
同様な会社法が存在している。母国と強く結びついている。
通貨はスターリング・プロックによって連動している。事業は
（カナダを除く）
高度に発展し，伝統的であるという特徴を有している。
第2次大戦後の経済成長は急激で，アメリカの占領によって
ド イ ツ その手続が多く移植された。専門的事業経営者の新しい階層が
日 本 出現してきているし，政治的・社会的・通貨面で相対的に安定
している。
私企業は政府の援助を受けておらず，経済・事業の目的は必
ヨーロッパ大陸
ずしも私有財産•利潤動機ではない。いくつかの国は経済計画
（ドイツ・オラ
ンダ・スカンジ 国家であり，歴史的には政治が極右から極左に変動してきた。
(29) Mueller, G. G., "Accounting Principles Generally Accepted in the United 
States Versus Those Generally Accepted Elsewhere," The International 
Journal of Accounting," Spring 1968, pp. 91-103. 
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ナビアを除く） 経済資源の蓄積は限定されている。
経済は発展しているが，それ及ぴ事業の成長はゆっくりとし
ス、カンジナビア ている。政府は社会的規制をなし，会社法によって事業を規制
諸国 している。人口は安定している。また通貨も非常に安定してい
る。特に消費財の事業革新はこれらの国々に由来している。
急激な経済発展に成功している。政府が事業に大きく影響し
イスラエル ているが，私企業へ依存する傾向が出硯してきている。政治及
メキシ コ び貨幣の安定性が増している。事業の分業・専門化が進んでい
る。大衆は一層高い生活水準を希望している。
； 
I 経済・社会・経済は未発達であり，事業のペースは狭い。農
南アメリカ 業と軍の勢力が強く，政府の中心となっている。輸出入が多
く，通貨は一般に弱い。人口は急増している。
I 元来西洋で発生した硯代の事業概念や倫理はしばしば東洋の
文化と衝突している。東洋の発展途上国の事業はほとんど貿易
中近東と極東の である。人口が多く，あらゆる面で未発達である。政治的状況
発展途上国 と通貨は不定安である。工業国からの援助がなければ経済的進
歩はほとんど不可能である。 OPECのメンバー国は1973年以来
一層発展している。
ほとんどの国はまだ発展段階の初期にある。故にその国独自
アフ リ 力
（南アフリカを
の事業環境が存在する。重要な天然・人的資源が存在する。事｀
除く） 業はアフリカ諸国の発展上重要である。
共産主義諸国 中央政府による完全な統制がある。
このような Muellerのクラスター分析以外に，環境要因をクラスクー化
(30) 
したものとして， H.M. Abu-Jbrahによるクラスクー分析がある。彼は次
(30) Abu-Jbarah, Hani Mahmoud, "A Subentity for Financial Reporting by 
国際会計の枠組みについて（笹倉）
の8つの経済変数によって分析を行っている。
(1) 一人あたりの国民所得 (percapita national income) 
(101)101 
(2) GNPの百万比としての民間消費支出 (privateconsumption ex-
penditure as a percentage of GNP) 
(3) GNPの百分比としての総資本形成 (grosscapital formation as a 
percentage of GNP) 
(4) GNPの百分比としての輸出マイナス輸入 (exportsminus imports 
as a percentage of GNP) 
(5) GDPに占める農業の割り合い (shareof agriculture of al gross 
domestic products) 
(6) 要素費用による実質国内生産の成長率 (rateof growth of real do-
mestic products at foctor cost) 
(7) 外国為替レートの変動 (changein the foreign exchange rate) 
(8) 消費者物価指数の変動 (changein the consumer price index) 
Abu-Jbarahはこの変数にもとづいて正式の続計的分析を用いて， 次の8
つの経済的同質性をもったクラスクーに国々を分けている。結果のみを示す
と次のようになっている。
(1) ビルマ・台湾・コスタリカ等の20カ国
(2) ボリビア・コロンビア・イラン等の19カ国
(3) オーストラリア・カナダ・フランス・ドイツ・日本・イギリス等の18
カ国
(4) エチオピア・ガーナ等7カ国
(5) ヨルダン・韓国等 5カ国
(6) アルゼンチン・プラジル等4カ国
Multinational Firms: A Cluster Analysis Approach," Unpublishel Ph. D. 
Dissertation, Madison : University of Wisconsin, 1972 
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(7) イラク・ベネズエネ・ザンビアの 3カ国
(8) イスラエル・マルタ・プエルトリコの 3カ国
V むすび
前章ではクラスター分析について種々の研究を紹介してきたが，その最初
でも述べたように，今日一般に比較会計制度論の中でとりあげられているク
ラスター分析が比較会計制度論と会計基準統一論との関係を明確にする手が
かりとなるものと考えられる。前章では，便宜上一般に最も理解しやすいよ
うに，このクラスター分析を 2つ，すなわち会計によるクラスター分析と現
境要因によるクラスター分析とに分類して紹介してきたが，このクラスター
分析をする目的がどの研究者についてもあまり明確でないように思える。ど
の研究にもその方法論（会計による分析か環境による分析か，そして判断に
よる分析か統計による分析か）と結果が明示されているが，その意図という
ものがデフォールトされているように思われる。それではこのクラスクー分
析はいったいどのような意図をもっているのであろうか。そして，クラスタ
一分析ははたして何のための分析なのであろうか。
(31) 
この点でその意図が明確であるものは Choi=Muellerの研究である。彼
らは会計基準の統一を念頭においてその研究を進めている。そのために，ま
ず会計の発展に影響を及ぽすような環境要因をあげ，それらの要因によって
クラスクー分析を行ない，同時に会計を経済体制の相遮によってパターン化
している。その後に，経済体制が基本的に異なる国の間の会計基準の統ーは
無意味であるとして西側諸国（市場志向経済体制をとる）の会計について，
会計基準の統一の可能性を念頭においた基本的な発展方向を探っている。従
(32) 
って，彼らのクラスター分析の意図は会計基準統一の研究の手段である。
(31) Choi=Mueller, op. cit., pp. 22-. 
(32) このような国際会計の究極の目的を会計基準の統一とし，その統一に部分的統
ーも含もうとする考え方は， Muellerの一連の著作で明らかである。たとえば以
下の文章である。「国際的基準の主張は国際的会計統一性と厳格に同じ意味と要
国際会計の枠組みについて（笹倉） (103)103 
以上のことから，一般に比較会計制度論の中で展開されているクラスター
分析について，その意図あるいはその分析結果を何に利用するのか（用途）
を明確にすることが重要であると考えられる。用途あるいは目的を明らかに
せず，この分析結果の表示のみで終了することは，この分析自体が無意味な
ものになってしまうであろう。その目的は会計基準の統一か，その国の理解
か，一般理論形成か，であるのかまたその複合したものか。
これらのことから言えることは， クラスター分析の意図が何であるかをま
ず把握し， その意図が Choi-Muellerのように会計基準の統一の可能性の
追求にある場合には，その分析は国際会計基準論の中に含まれるものになる
であろう。他方，その分析の意図が会計基準の統一におかれていない場合，
各国の会計をクラスター分析し，更にその曝境とのかかわりで分析をする研
究こそ純粋な意味での「会計制度を通して他国を理解する」ことを目的とす
る比較会計制度で論じられることになる。
更に，この問題は会計基準の統一の可能性があるか否かの認識とあいまっ
て，一層複雑化している。この点について中島教授は次のように説明されて
(33) 
いる。比較会計制度論は原則的に会計制度を全く個別にとらえてその特質を
探るが，それは歴史的研究としてそれ自体は意味がある。しかし，その意味
ではすべての会計制度は何らかの程度で異なり，共通なものはごく少ないと
いうことになるので統一化は無理となり，従って会計基準の統一否定論に帰
られるべきではない。一組の会計概念の実務がすべての会計躁境に等しくよく適
合し得ないと言うことは……指摘したとおりである。また同様に，そのようなも
ので実際未開発な国から高度に工業化した国まで広い幅のある経済発展の段階と
いう大きな隔りに橋をかけることは理論的にいってできないことである。国家の
法律や政治社会秩序の相逮はより統一化された会計的表現という目的に対して，
ある程度までにのみ調和をとることができるのである。国際的会計統一性は今日
の会計投術の段階ー一概念および実務の双方の一ーでは適当な目標とはならな
い。必要なのは，数個の基本的に明確な会計環境をみずからのうちに強く認識す
るように造られた一組の国際的基準である。」 Mueller,op. cit., p. 236, 「同訳
書」 308~309頁。
(33) 中島稿「前掲稿」 24~25頁。
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結する。この場合の比較会計制度論の1つの方向は会計制度のクラスクー分
析である。この試みによって同じような条件をもった国との間で 1つのクラ
スクーに含めえないような会計諸制度があるという場合につきそのゆえんを
探究することは有意義であり，むしろそのようなクラスクー化の壁を明らか
にしていく作業の中に，有効あるいは妥当なクラスクー化の道が開けてくる
のかもしれない。もしその様な方向でクラスクー化が成功すれば，会計基準
の統一という目的に近づくことになる，と。
このように中島教授はあくまでも会計基準の統一を重視されているが，こ
のような会計基準統一論と比較会計制度論の目的の対立，あるいは会計基準
統一論の目的が比較会計制度論のそれより上位の目的なのか否かの問題を止
揚する方法として考えられる 1つの考え方は，両者を対等の地位をもつもの
と考えることである。このため3章でとりあげた Qureshiの図の解釈を少
々変更し，それを歴史的推移の表と考え，各々その領域内で研究が進化して
いると考える。
ィ
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すなわち，在外子会社の会計がまず国際会計の出発点にあり，それが企業の
他国での活動によって，他国の会計制度に精通する必要を生み(Rに相当），
国際会計の枠組みについて（笹倉） (105)105 
更に会計制度の相逮が企業活動の障害物として作用することから，統一が求
められるようになった（⑧に相当）と考える。しかし，その歴史的推移の中
で，特に③にかんしてはとりわけ他国との比較によって「その国を理解す
る」等の目的をもつようになり，また⑧では当然に基準の統一をもつように
なった，と考える。
従って，国際会計という会計領域は種々の目的をもった領域であり，その
意味で「国際会計は，国際的に営まれる個人又は組織の経済活動について，
会計情報を測定し伝達するさいの諸問題を取扱う会計領域である。それは個
人又は組織体の経済活動が国境をこえて伸びていくに伴って，新しく展開し
(34) 
た会計領域である。」というのが現状での最善の定義であろう。
ただ，比較会計制度論の論者についても，すでにそれが国際会計論とは別
(35) 
個のものであるとする者， そして「将来国際会計論からの分化が予想され
(36) 
る」とする者等，現状隠識に大きな相遮がある。この点，前述の硯状での最
善の定義としたものとの対比で，今後の研究動向に注意が払われるべきとこ
ろであろう。
(34) 染谷恭次郎著，「国際会計」中央経済社，咀和53年， 1頁。
(35) 中川稿「前掲稿」 59頁。
(36) 大雄稿「前掲稿」 96頁。
